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２ 将来見通しと都市構造上の課題整理

２-１ 人口の将来見通し 

（１）人口の将来見通し 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）では、平成 22 年（2010 年）の国勢調査を基

に、平成 22 年（2010 年）10 月１日から平成 52 年（2040 年）10 月１日までの 30 年間の将来人

口を５年ごとに推計しています。 

この推計結果によりますと、これまでの人口動態が今後も続くと仮定した場合（社会移動あり

の場合）に、本市の人口は、平成 22 年以降減少を続けることが見込まれています。また、高齢

化が進行し、平成 52 年には人口の 1/3 が高齢者となることが見込まれています。 

※コーホート要因法（社会移動なし（封鎖））：社会移動なし転入・転出がつりあうと仮定

して、コーホート要因法により推計しました。 

※コーホート要因法（社会移動あり）：平成 17 年～平成 22 年の社会移動（転入・転出）率

が定率で縮小すると仮定して、コーホート要因法により推計しました。 

（国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）より） 

図 人口の将来見通し 

（国立社会保障・人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）より）

図 年齢３区分別人口の将来見通し 
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以下、社人研推計（社会移動なし）における推計手法に基づき、地区別に総人口、高齢者人口、

年少人口を算出した上で、その分布状況を整理します。地区の区分については、国勢調査の 500

ｍメッシュを採用します。 

 

（２）市街化区域人口の将来見通し 

地区別の将来人口推計をもとに、市街化区域人口の推計を行います。 

この推計結果によりますと、市街化区域人口は平成22年では約14万７千人となっていますが、

平成 52 年には約 13 万２千人と約１万 5 千人減少する見通しとなっています。さらに、平成 72

年までには約３万人減少する見通しとなっています。 

また、現在の市街化区域のままと仮定し人口密度を算出しますと、平成 22 年では約 42 人/ha

となっていますが、平成 52 年には約 38 人/ha、平成 72 年には 33 人/ha となり、40 人/ha を下回

る見通しとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※市街化区域面積は H22 の面積のまま推移すると仮定しました。 

※H52、H72 人口は国勢調査 500ｍメッシュ別推計（社会移動なし）をもとに、住宅

地面積按分により算出しました。 

図 市街化区域人口密度の将来見通し 

H22 H52 H72

市街化区域内人口（人） 146,690 131,548 113,098
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（３）地区別人口の将来見通し 

人口密度をみますと、平成 22 年では 80 人/ha 以上の高密度な市街地もみられますが、平成 52

年には、諏訪町駅の南側等で 60～80 人/ha がみられるものの、市内の多くの地域で人口密度は低

下する見通しとなっています。 

また、人口増減数をみますと、平成 22 年から平成 52 年の間では、市街化区域、市街化調整区

域ともに人口の減少がみられ、特に、豊川駅、牛久保駅、諏訪町駅周辺や国府駅、西小坂井駅、

小田渕駅、愛知御津駅周辺の人口減少が大きくなっています。 

ただし、これらの地域では一部の地区を除き、市街化区域では平成 52 年時点においてもＤＩ

Ｄの形成基準である 40 人/ha を上回ることが見込まれています。 

参考までに平成 72 年の人口密度をみますと、市街化区域では一部の地区を除き、人口減少が

進む見通しとなっています。 
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図 現在の人口密度（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来人口密度（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来人口密度（平成 72 年） 
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図 人口増減数（平成 17 年～平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口増減数（平成 22 年～平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口増減数（平成 22 年～平成 72 年） 
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（４）地区別高齢者人口の将来見通し 

地区別の高齢化の進展について平成 52 年の高齢者人口密度をみますと、平成 22 年では高齢者

人口密度が 10 人/ha 以上の地域は諏訪町駅や豊川駅、小坂井駅周辺等の駅周辺や既成市街地のみ

となっていますが、平成 52 年には、市街化区域ほぼ全域で高齢者人口密度 10 人/ha 以上となる

見通しとなっています。 

また、平成 52 年の高齢者割合をみますと、市街化区域、市街化調整区域ともに高齢者割合の

上昇がみられ、市街化区域では、30％から 40％となる地域が多く、市街化調整区域では、高齢者

割合が 40％以上となる地域もみられます。 

次に、平成 52 年までの高齢者人口増減数をみますと、市街化区域では、多くの地域で高齢者

人口の増加がみられます。 

参考までに平成 72 年の高齢者人口密度及び高齢者割合をみますと、平成 52 年の推計とおおむ

ね傾向は変わらないものの、高齢者人口密度は市街化区域では、依然高い密度が継続する傾向が

みられます。また、高齢者人口割合は、市街化調整区域の一部の地域を除き、減少が進む見通し

となっています。 
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図 現在の高齢者人口密度（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来高齢者人口密度（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来高齢者人口密度（平成 72 年） 



60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 現在の高齢者人口割合（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来高齢者人口割合（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来高齢者人口割合（平成 72 年） 
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図 高齢者人口増減（平成 17 年～平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 高齢者人口増減（平成 22 年～平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 高齢者人口増減（平成 22 年～平成 72 年） 
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（５）地区別年少人口の将来見通し 

地区別の少子化の進展について年少人口密度をみますと、平成 22 年では諏訪町駅南側や豊川

市役所周辺等で10人/ha以上となっており、市街化区域では６人/ha以上が主体となっています。

しかし、平成 52 年には、市街化区域の多くの地域で６～８人/ha となっており、年少人口密度が

低下する見通しとなっています。 

また、平成 52 年の年少人口割合をみますと、市街化区域、市街化調整区域ともに年少人口割

合の低下がみられ、市街化区域では、10～15％となる地域が多く、市街化調整区域では、年少人

口割合は 10～15％若しくは５～10％となっています。 

次に、年少人口増減数をみますと、市街化区域では、多くの地域で年少人口密度の低下がみら

れ、豊川市役所周辺や諏訪町駅南側等において年少人口密度の低下が大きくなっています。 

参考までに平成72年の年少人口密度と年少人口割合をみますと、年少人口密度は減少し続け、

年少人口割合は大きくは減少しない見通しとなっています。 
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図 現在の年少人口密度（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来年少人口密度（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来年少人口密度（平成 72 年） 
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図 現在の年少人口割合（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来年少人口割合（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来年少人口割合（平成 72 年） 
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図 年少人口増減（平成 17 年～平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 年少人口増減（平成 22 年～平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 年少人口増減（平成 22 年～平成 72 年） 
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（６）地区別生産年齢人口の将来見通し 

地区別の生産年齢人口の減少の進展について平成 52 年の生産年齢人口密度をみますと、市街

化区域では、ほとんどの地域で生産年齢人口密度の低下がみられます。 

また、平成 52 年の生産年齢人口割合をみますと、市街化区域、市街化調整区域ともに生産年

齢人口割合の低下がみられ、市街化区域では、55～60％となる地域が多く、市街化調整区域では、

50％未満の地域もみられます。 

参考までに平成 72 年の生産年齢人口密度と生産年齢人口割合をみますと、平成 52 年の推計と

傾向は大きく変わらず、生産年齢密度と生産年齢人口割合の低下が進む見通しとなっています。 
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図 現在の生産年齢人口密度（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来生産年齢人口密度（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来生産年齢人口密度（平成 72 年） 
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図 現在の生産年齢人口割合（平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来の生産年齢人口割合（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来の生産年齢人口割合（平成 72 年） 
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図 生産年齢人口増減（平成 17 年～平成 22 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 生産年齢人口増減（平成 22 年～平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 生産年齢人口増減（平成 22 年～平成 72 年） 
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２-２ 都市構造の将来見通しの評価 

（１）評価方法 

生活利便性の評価の観点から、「都市構造の評価に関するハンドブック（平成 26 年８月国土交

通省都市計画課）」（以下、ハンドブック）に基づき、本市の都市構造を評価します。 

ハンドブックに基づき、各都市機能の徒歩圏域を 800ｍ、駅の徒歩圏を 800ｍ、バス停の徒歩

圏を 300ｍと設定し、都市機能の徒歩圏によりカバーされている人口の割合（徒歩圏人口カバー

率）を求めることにより都市構造の評価を行います。 

 

【徒歩圏人口カバー率の算出方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①各施設の徒歩圏に含まれる面積を 500ｍメッシュごとに計測します。 

 

②メッシュの面積に対する計測された徒歩圏に含まれる面積の割合を算出し、これに

各メッシュの人口を乗じて、メッシュごとの徒歩圏内人口を算出します。 

500ｍメッシュ人口（a１）×当該メッシュ内の徒歩圏面積割合（t１/T） 

＝当該メッシュの徒歩圏人口（Ｂ１）   

 

③メッシュごとの徒歩圏人口を合計し、各施設の徒歩圏人口を算出します。 

各施設の徒歩圏人口＝ΣＢ 

 

④市全体の人口に対する各施設の徒歩圏人口の割合を算出します。 

各施設の徒歩圏人口 / 市全体の人口＝徒歩圏人口カバー率 
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表 都市構造の評価に関するハンドブックにおける現況値の算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）より） 
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さらに、現状の都市構造の評価とあわせ、将来の都市構造の評価を行います。 

将来の都市構造の評価のベースとなる人口はコーホート要因法（社会移動なし＝封鎖）に基づ

き算出した平成 52 年時点の 500ｍメッシュ別人口とします。 

また、現在の都市機能が今後も立地し続けるためには、下支えとなる周辺人口が不可欠です。

ハンドブックにおいて、人口密度と生活サービス施設（医療、福祉、商業）の存在確率との関連

性が示されており、都市施設周辺の人口密度が低下した場合、施設を維持することが困難となる

ことが推計されています。 

都市施設周辺の人口密度が 20 人/ha 未満となった場合の存在確率は、医療施設で約 20％、福

祉施設で約 20％、基幹的公共交通で約 30％と存在確率は低くなっています。商業施設では、20

人/ha を境に急激に存在確率が下がることから、人口密度 20 人/ha 未満の地域に立地している都

市機能については、平成 52 年時点で消失すると仮定して、都市構造の評価を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１）人口密度（人/ha）は、500ｍメッシュ単位の人口密度を用いています。  

注２）500ｍメッシュであれば町丁字単位の指標推計に用いても妥当であると判断しました。  

（都市構造の評価に関するハンドブック（国土交通省）より）  

図 人口密度と都市機能（医療、福祉、商業）及び基幹的公共交通の存在確率との関連性 

 

メッシュ別封鎖人口の推

計（将来人口密度） 

平成22年から30年後の都市

機能の立地想定 

30 年後の都市機能の人口

カバー率算出 

人口密度と都市機能立地の関係 

・本調査では人口密度 20 人/ha 未満のメッシュ内の施設は消失として想定
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【平成 52 年における都市機能及び公共交通の想定】 

平成 52 年の都市機能の立地状況を前述の条件に沿って予測しますと、市街化区域内は工業

系の市街地や縁辺部の一部の地域を除きおおむね 20人/ha 以上の人口密度が維持されるため、

消失する施設はあまり見られません。 

一方で、市街化調整区域では、ほぼ全域で 20 人/ha 未満の人口密度となってしまうため、

維持が困難であると予想され、市街化区域に隣接する地域では一部利用圏域（800ｍ）に含ま

れる地域もあるものの、多くの地域が利用圏域外となり、都市施設の利用が難しくなると予

想されます。 

以下、各都市機能の市街化区域内の利用圏充足状況について、整理します。 

 

〈商業施設〉 

商業施設の立地想定図をみますと、市街化区域はおおむね平成 52 年においても商業施

設の徒歩圏域（800ｍ圏）にカバーされますが、音羽支所周辺では、商業施設の消失によ

り利用が難しくなると予想されます。 

 

〈子育て支援施設〉 

保育施設の立地想定図をみますと、商業施設と同様に、市街化区域はおおむね平成 52

年においても保育施設の徒歩圏域（800ｍ圏）にカバーされますが、音羽支所周辺や名電

長沢駅周辺、三河一宮駅西南側や国府駅北東側において、利用が難しくなると予想されま

す。 

 

〈高齢者福祉施設〉 

高齢者福祉施設の立地想定図をみますと、上記の施設と同様に、市街化区域はおおむね

平成 52 年においても高齢者福祉施設の徒歩圏域（800ｍ圏）にカバーされますが、音羽支

所周辺や名電長沢駅周辺において、利用が難しくなると予想されます。 

 

〈医療施設〉 

医療施設の立地想定図をみますと、上記の施設と同様に、市街化区域はおおむね平成 52

年においても医療施設の徒歩圏域（800ｍ圏）にカバーされますが、音羽支所周辺や名電

長沢駅周辺、御津支所周辺において、利用が難しくなると予想されます。 

 

〈公共交通施設〉 

バス停の立地想定図をみますと、上記の施設と同様に、市街化区域はおおむね平成 52

年においてもバス停の徒歩圏域（300ｍ圏）にカバーされますが、音羽支所周辺や名電長

沢駅周辺、愛知御津駅西側の地域において、バスの運行維持が難しくなると予想されます。 
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図 将来の商業施設立地想定図（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来の医療施設立地想定図（平成 52 年） 

※豊川市民病院は市が積極的に維持を図る施設であるので、将来も維持すると仮定します。
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図 将来の高齢者福祉施設立地想定図（平成 52 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 将来の子育て支援施設立地想定図（平成 52 年） 
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図 将来の公共交通（鉄道駅・バス停）立地想定図（平成 52 年） 

※鉄道駅については、将来も維持すると仮定します。 
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（２）市全体の評価結果 

市全体では、鉄道駅を除く全ての都市機能で人口カバー率が低下しています。ハンドブックより、

愛知県が含まれる三大都市圏の人口カバー率の平均値と本市の状況を比較しますと、平成 22 年で

は、商業施設は平均値を上回っているものの、医療施設、高齢者福祉施設では、平均値を下回って

います。 

市街化区域においては、商業施設、高齢者福祉施設、保育所、医療施設の人口カバー率が 80％を

超えていますが、鉄道駅は約 60％、バス停留所は約 70％となっています。 

市街化調整区域における人口カバー率は、全体的に市街化区域より低く、特に鉄道駅、バス停留

所、高齢者福祉施設が低くなっています。 

平成 52 年の将来推計をみますと、市街化区域においてはあまり大きな変化はありませんが、市

街化調整区域においては都市機能の人口カバー率が大きく低下し、住民の生活利便性の確保が課題

となります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都市機能の人口カバー率の変化（市全体） 

 

表 人口カバー率の都市規模別平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（都市構造の評価に関するハンドブック（平成 26 年）（国土交通省）より）   
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図 都市機能の人口カバー率の変化（市街化区域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都市機能の人口カバー率の変化（市街化調整区域） 

 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%
商業施設

高齢者施設

子育て支援施設

医療施設

鉄道駅

バス停留所

H22カバー率

H52カバー率

0%

20%

40%

60%

80%

100%
商業施設

高齢者施設

子育て支援施設

医療施設

鉄道駅

バス停留所

H22カバー率

H52カバー率



79 

（３）中学校区別の評価結果 

地区別の生活利便性の評価を行うため、旧市町村等生活圏の１単位となっている中学校区別に

評価を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 中学校区 

 

各中学校区の市街化区域の人口カバー率を比較しますと、西部中学校区と一宮中学校区では、

全ての項目で 60％を上回っており、全ての都市機能が比較的バランスよくそろう地域といえます。

その他の中学校区では、それぞれ、利便性の低い施設がみられ、東部中学校区、南部中学校区、

代田中学校区、金屋中学校区、小坂井中学校区では、公共交通の人口カバー率が低くなっており、

中部中学校区では、公共交通（鉄道駅・バス）に加え、保育所の人口カバー率が低くなっていま

す。また、音羽中学校区、御津中学校区では、鉄道と高齢者福祉施設のカバー率が低くなってい

ます。 

市街化区域の将来見通しをみますと、東部中学校区や南部中学校区、西部中学校区、代田中学

校区、金屋中学校区、一宮中学校区、小坂井中学校区では大きく人口カバー率は低下していませ

んが、音羽中学校区では鉄道を除く全ての項目、御津中学校区では、鉄道と高齢者福祉施設を除

く全ての項目で、大きく人口カバー率が低下する見通しとなっています。 

市街化調整区域の人口カバー率は、東部中学校区、南部中学校区、代田中学校区、一宮中学校

区、御津中学校区で高齢者福祉施設及び公共交通（鉄道駅・バス）の人口カバー率が低くなって

います。 

市街化調整区域の将来見通しをみますと、代田中学校区、金屋中学校区では大きく人口カバー

率は低下していませんが、その他の中学校区では、施設周辺の人口密度の低下により施設が消失

し、カバー率が大きく低下する見通しとなっています。 



80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 中学校区別人口カバー率 

市街化区域 市街化調整区域 
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図 中学校区別人口カバー率 

市街化区域 市街化調整区域 
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２-３ 都市構造の将来見通しによる課題整理 

（１）都市構造の将来見通し 

これまでに分析した結果から、本市の都市構造は以下のとおり、人口減少により都市機能が維

持できなくなり、生活利便性が低下することが懸念されます。 

 

【都市構造の将来見通し】 

 

 

 

 

①人口の将来見通し・・・本市の人口は、平成 22 年以降減少が続く見通し 

        平成 52 年には人口の 1/3 が高齢者となる見通し 
・社人研推計結果によると、平成 22 年以降減少を続けるとともに、高齢化が進行し、平成 52 年には人口の

1/3 が高齢者となることが見込まれる。 

②地区別人口の将来見通し・・・市全域で人口減少が進む 
・平成 52 年の人口増減をみると、市街化区域、市街化調整区域ともに人口減少がみられる。 

・特に、豊川駅、牛久保駅、諏訪町駅周辺や国府駅、西小坂井駅、小田渕駅、愛知御津駅周辺の人口減少が大

きくなっている。 

③地区別高齢者人口の将来見通し 

・・・高齢者人口密度が上昇し、市街化調整区域では高齢者割合が 40％を超える 
・市街化区域では、ほとんどの地域で高齢者人口密度の上昇がみられる。 

・市街化区域、市街化調整区域ともに高齢者割合が上昇し、市街化区域では、30％から 40％となる地域が多

く、市街化調整区域では、高齢者割合が 40％以上となる地域もみられる。 

④地区別年少人口の将来見通し 

・・・年少人口密度は低下し、市街地でも、年少人口割合は 10～15％が主体を占
める 

・市街化区域では、ほとんどの地域で年少人口密度の低下がみられ、豊川市役所周辺や諏訪町駅南側等におい

て年少人口密度の低下が大きくなっている。 

・市街化区域、市街化調整区域ともに今後、年少人口割合の低下が進む。 

⑤地区別生産年齢人口の将来見通し 

・・・生産年齢人口密度は低下し、市街化調整区域では、生産年齢人口割合が 
50％未満の場合もみられる 

・市街化区域のほとんどの地域で生産年齢人口密度の低下がみられる。 

・生産年齢人口割合をみると、市街化区域では、55～60％となる地域が多く、市街化調整区域では、50％未

満の地域もみられる。 

⑥将来都市構造の見通しからみた都市構造の評価 

・・・人口減少により都市機能が維持できなくなり、生活利便性が低下する懸念が
ある 

・平成 52 年の将来推計をみると、市街化区域では、都市機能が維持できなくなる程の人口密度の低下は見込

まれないものの、多くの地区で人口密度は低下し、人口減少が進む見通しとなっている。また、市街化調整

区域では、都市機能の人口カバー率が大きく低下し、住民の生活利便性の確保が課題となる。 

・特に、中部中学校区、一宮中学校区、音羽中学校区、御津中学校区の市街化調整区域で生活利便性が低下す

る懸念がある。 
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（２）都市構造の将来見通しによる都市づくりの課題 

都市構造の将来見通しから、持続可能な都市を形成するためには、以下の課題に対応する必要

があります。 

 

【都市構造の将来見通しによる都市づくりの課題】 

 

  人口減少が続くことによる市内全域の人口密度の低下 

 高齢者人口密度の上昇と生産年齢人口密度の低下 

 都市機能の人口カバー率の低下による住民の生活利便性の低下 
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３ 今後のまちづくりの課題整理
以上の調査結果を総合し、本市の今後のまちづくりの課題を以下に整理します。 

【まちづくりの課題総括】

都市機能の誘導 

・居住の誘導を促進すべき区域においては、商業、医療・福祉等の都市機能の集積を高めてい

くことが必要です。 

・そこで、今後本市では、人口の適正な配置・誘導にあわせ、商業、医療・福祉等の都市機能

の適正な誘導を図っていくことが必要です。 

【都市構造の現状からみた都市づくりの課題】 

 人口、事業所の減少と高齢化が進む既成市街地の活性化

 高齢化と人口減少による民生費・扶助費の増加や自主財源の確保

 継続する住宅や事業所等の分散立地の抑制及び集約化、空家発生の抑制

 市内に広く分散して居住する高齢者の暮らしやすさの確保

 災害に強いまちづくり

 公共施設の整備・管理の費用削減

【都市構造の将来見通しによる都市づくりの課題】 

 人口減少が続くことによる市内全域の人口密度の低下

 高齢者人口密度の上昇と生産年齢人口密度の低下

 都市機能の人口カバー率の低下による住民の生活利便性の低下

【都市構造の他都市との比較評価からの課題】 

 都市機能や公共交通の利便性が高い地域への居住地の集積

 医療施設の適切な配置

 地域経済や財政基盤の改善に向けた産業等の活性化

 他都市と比較し高い徒歩・自転車の分担率の維持に向けたまちの安全確保

【定住・交流人口の増加に向けた課題】 

 商業の活性化と工業の振興による雇用の創出

 本市固有の資源を活用した新たな交流の拡大
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公共施設の適正配置 

・本市の財政支出は、平成 26 年の民生費の占める割合が平成 13 年から 14 ポイント増加して

おり、高齢化の進行等に伴い、福祉に係る支出が増加する傾向にあります。 

・また、本市が所有する公共施設は今後、老朽化が進み、施設の修繕や建替えに係る費用が現

状以上に必要となることが予想されます。 

・そこで、今後本市では、財政負担を軽減するため、効率的な管理運営や計画的な更新投資等

を進めることが必要です。 

・また、今後は、民生費の割合の増加に伴い、土木費の割合が減少するとともに、人口減少や

高齢化により自主財源の確保が困難になることが予想されることから、投資的経費を抑制す

るために公共施設の適正配置や計画的整備を進めることが必要です。 

 

 

歩いて生活できる健康的なまちづくり 

・本市では、他都市と比較し、福祉施設、子育て施設、公園が身近な地域で充実しています。

自動車の利用が増加し、分担率が高い一方、徒歩・自転車の分担率は他都市と比較し高く、

身近な範囲では歩いて都市機能を利用しています。 

・本市の財政支出は、福祉に係る支出が増加しており、今後の少子高齢化を踏まえると、更な

る増加が想定されます。 

・財政支出を抑制するとともに、市民が健康的で豊かな生活が送れるよう、公園等の交流の場

を活用するとともに、都市機能等を適正に誘導し、歩いて生活できる健康的なまちづくりを

進めることが必要です。 

 

 

人口の適正な配置・誘導 

・本市の市街地では、現在、人口分布に応じて、商業、医療・福祉等の都市機能が広く立地し

ています。 

・今後本市では、人口減少が見込まれる状況ですが、都市機能が維持できなくなる程の人口密

度の低下は見込まれません。しかしながら、今後も人口減少が進む見通しであり、人口減少

に伴い市街地人口密度が低下すると都市機能の維持が困難になることが懸念されます。また

本市では、市街化区域の縁辺部や市街化調整区域においても多くの住民が暮らしており、こ

うした地区では、人口密度の低下に伴い、生活利便性の低下が懸念されます。 

・そこで、今後本市では、人口減少を見据え、人口の適正な配置・誘導を図っていくことが必

要です。 
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災害に強いまちづくり 

・本市の市街地では、浸水想定区域がみられるものの、多くで１ｍ未満の浸水の想定となって

おり、甚大な被害は想定されません。一方で、市南東部では１ｍ以上の浸水が想定されてお

り、これらの地域でも、建物の新築が見られます。 

・また、浸水想定区域内や土砂災害危険箇所周辺において、建物の新築がみられます。 

・そこで、今後本市では、安全な地域への居住の緩やかな誘導を図っていくことが必要です。 

 

 

交通ネットワークによる生活利便性の向上と公共交通網の維持・形成 

・今後本市では、高齢化が一層進行していく地域もみられ、こうした地域では、安心、快適な

暮らしを支える地域コミュニティを維持していくことが必要です。 

・また、代表交通手段における自動車分担率が年々増加を続け、平成 23 年時点で約７割を超

える状況の中で、これまでのような都市機能の分散立地が続くと、自動車利用への依存が一

層進むことが考えられるとともに、高齢者の増加にあわせ、車を運転できない高齢者等の生

活利便性の低下が懸念されます。 

・その上で、地域の歴史の中で育まれ現在も継続する地域コミュニティを基本に、自動車への

過度な依存を抑え、高齢者や子育て世代の誰もが買い物や医療・福祉などの日常的な生活サ

ービスを便利に享受できるように、日常的な生活圏の再構築を図りつつ、郊外部から各拠点

へ容易にアクセスできる交通ネットワークを形成していくとともに、自動車に過度に依存し

なくてもこれら都市機能に容易にアクセスすることができる公共交通網の維持・形成を図っ

ていくことが必要です。 

 

 

拠点の育成とにぎわいづくり 

・今後の人口減少・高齢社会において、都市としての活力を持続させていくためには、様々な

世代の人をひきつける魅力ある都市機能や、高齢者が居住選択できる多様な住まいを備える

ことが必要であり、これら都市機能等の多くが立地すべきは、その都市の中心市街地です。 

・また、市民の生活利便性を確保するとともに、自動車への過度な依存を抑制していくために

は、交通ネットワークで結ばれた拠点の形成が重要となります。 

・一方、本市の中心市街地である豊川稲荷駅周辺から諏訪町周辺では、高密度な市街地が形成

されているものの、今後は人口密度の低下が予想され、近年は、事業所数及び従業員数は減

少傾向にあります。 

・そこで、今後本市では、更なる人口の集積や多様な都市機能の維持、事業所の誘致等による

働く場の確保などにより、本市の顔となるべき中心市街地の育成とにぎわいづくりを進めて

いくとともに、日常生活を支える都市機能が充実した拠点の形成を図っていくことが必要で

す。 
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産業の活性化及び働く場の確保 

・今後の人口減少・高齢社会において都市としての活力を持続させていくためには、都市の効

率化とあわせ定住・交流人口を増加させ、産業の活性化を図ることが必要です。 

・工業系用途地域と居住地が近接している土地利用特性や市内就業率が高い就業特性を踏まえ

ると、更なる定住人口の増加を図るためには市内で働く場を確保する必要があります。 

・日常生活を支える都市機能の拡充を図ることで市内で居住し働く人を増加させるとともに、

地域資源を活用して新たな交流を拡大することで、産業の生産性の向上と定住・交流人口の

更なる増加を図り、地域経済のさらなる拡大へつなげる必要があります。 

 

 

 

 

 

 人口減少・宅地又は床需要減少の時代にあっては、効率的な都市運営、暮らし

やすい都市構造の構築を図るためには、拠点となる地域への都市機

能の集約と居住の誘導、拠点との交通ネットワークの

充実を図るとともに、都市の活力とにぎわいを創出す

ることが必要です。 
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